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厚生労働行政推進調査事業補助金 

政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業） 

（分担）研究報告書 

NDB をはじめとする医療ビッグデータを利活用できる人材の裾野を広げるための研究 

研究分担者 山名隼人 自治医科大学データサイエンスセンター  

研究要旨：令和 5 年度までに当センターで開発した医療ビッグデータハンドリング教育プ

ログラムは、臨床疫学研究を実施できる人材を育成することを目的とし、主に臨床医を対

象としていた。しかし、今後は様々な利活用者が医療ビッグデータを分析し、地域医療分

析や医療政策などにも活用することが求められている。そこで本研究では、既存の教育プ

ログラムの継続によりエビデンス創出を続けることに加え、教育プログラムを自治体職員

による医療政策のためのデータ利活用に応用した。また新規のデータを追加し、更なる利

活用のための基盤を強化した。今後は引き続きデータと利活用者の幅を広げる予定であ

り、これらに対応して教育プログラムを改善し続けることが重要と考えられる。 

 

Ａ．研究目的 

近年は医療ビッグデータを利活用する場面

がますます増加しており、臨床判断や医療

政策策定に必要なエビデンスの創出に大き

な役割を果たしている。医療ビッグデータ

を有効活用するためには、通常の臨床デー

タの分析に必要な臨床や研究の知識に加え

て、データベースハンドリングおよび統計

学等の知識や技術を要する。我々は平成 29-

30 年度、平成 31-令和２年度および令和 3-

4 年度厚生労働科学研究において、医療ビ

ッグデータを活用する際に必要なデータハ

ンドリング技術および統計解析の習得を目

指す教育プログラムを開発し、臨床医を中

心に多くの対象者に提供してきた。また、

主に県レベルの医療・介護レセプトデータ

にこの教育プログラムを適用することによ

り、臨床疫学研究の発表を通してエビデン

スを創出してきた。 

一方、医療ビッグデータを利活用する目的

は臨床疫学研究に限定されず、今後は地域

医療分析など、医療政策への活用も期待さ

れている。そこで、既存の教育プログラム

を様々な利用者と目的に合わせ改良するこ

との一環として、令和 5 年度は臨床医に加

えて県職員を想定して教育プログラムの改

良点を探ることとし、解析ソフトウェアの

種類やデータ可視化のためのビジネスイン

テリジェンスツールの活用など、様々な改

善点が挙げられた。同時に、医療・介護レセ
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プトデータに加えて様々なデータを活用す

ることで、多種多様な目的と利活用者に対

応することが可能と考えられた。 

本研究では、これまでに開発した医療ビッ

グデータ活用のための教育プログラムを継

続して実施することで更なるエビデンス創

出を図ることに加え、教育プログラムを活

用して県職員と共同でデータ分析を行い、

地域医療分析など医療政策のためのデータ

利活用を進めた。また、様々なデータを入

手してデータベースを構築し、今後の利活

用を見据えて新規データおよび利活用者の

開拓を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

(1) 臨床疫学研究 

自治医科大学データサイエンスセンターに

おいて、若手臨床医を中心とした研究者を

対象として既存のデータと教育プログラム

を引き続き提供することで、医療ビッグデ

ータを用いた臨床疫学研究を更に発展させ

た。 

 

(2) 医療政策のためのデータ利活用 

医療ビッグデータの利活用に長けた研究者

と自治体職員（栃木県職員）のチームに対

して教育プログラムを応用することで、医

療・介護データで実施可能な分析を行った。

分析のデザイン検討からデータの切り出し、

データセット作成、解析ソフトウェアまた

はビジネスインテリジェンスツールによる

分析と可視化を実施した。また、利活用に

適したデータ構造や可視化の方法について

検討を行うとともに、対象者に合わせた教

育プログラムの改善点について検討した。 

 

(3) 各種データの整備 

自治体関係者の協力を得て、栃木県の医療・

介護レセプトデータに関して、対象市町を

増加させ期間を更新した。また、令和 5 年

度までのニーズ調査を踏まえ、その他の医

療ビッグデータや周辺データの入手を進め

た。これらのデータをデータベース化し、

多様な医療ビッグデータの利活用を進める

ための基盤を強化した。 

 

(4) 今後のデータおよび利活用者の検討 

(1)–(3)を踏まえ、今後活用を目指すデータ

について検討するとともに、医療ビッグデ

ータを利活用できる人材の裾野を広げるべ

く、自治体職員を中心として新たな利活用

者の開拓を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

(1) 臨床疫学研究 

教育プログラムを自治医科大学データサイ

エンスセンターにおいて大学院生、客員研

究員および共同研究者に提供した。また、

セキュアな VPN アクセスにより相互にデ

ータ解析が可能な環境を活用し、東京大学

と共同で研究を行った。この結果、多数の

研究者により研究計画の立案から論文発表

までが行われた。各研究の報告状況は「G. 
研究発表」に示すとおりである。 
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(2) 医療政策のためのデータ利活用 

栃木県医療政策課の職員と共同で様々なデ

ータ分析を行った。例を以下に示す。 

① 病床機能報告上の病床数と入院料また

は医療資源投入量から算出した病床機

能の比較（DPC データ） 

② 在宅医療および介護の提供体制の現状

（KDB データ、介護レセプトデータ） 

③ 特定健診・特定保健指導が受療行動や

医療費に与える影響（KDB データ） 

上記①②の分析にあたっては、令和 5 年度

までの経験を踏まえ、Microsoft Excel 形式

の汎用的性の高い中間テーブルを作成する

こととした。また、②に関してはビジネス

インテリジェンスツールとして Tableau を

活用し、医療ビッグデータに地理データや

医療施設に関するデータを加えたデータセ

ットを作成した。このことにより、自治体

職員が自身で必要な分析と可視化を行うこ

とが可能になった。 

一方で、既存の教育プログラムを自治体職

員に適用する上ではいくつかの課題が明ら

かになった。例を以下に示す。 

 いわゆるクリニカルクエスチョンやリ

サーチクエスチョンが明らかではない

中で分析のデザインを構築する必要が

ある 

 データ分析に不慣れな場合が多く、デ

ータの抽出や加工が困難である 

 臨床疫学研究と異なり、統計解析ソフ

トで１人１行のデータセットを解析す

ることが適していない場合もある 

(3) 各種データの整備 

令和 5 年度までの研究で用いていた栃木県

の医療・介護レセプトデータは、県内 25 の

市町のうち 18の市町から収集した、平成 31

年までのものであった。今年度は栃木県の

協力を得てこれを更新し、全 25 市町の国民

健康保険および後期高齢者医療制度の平成

31 年度から令和 5年度までの医療・介護レ

セプトデータを入手した。これに加え、栃

木県に関する下記のデータを入手し、デー

タベース化を行った。 

① KDBデータ 

② 県内 66施設から収集したDPCデータ 

③ 病床機能報告制度のデータ 

④ 医療施設・介護施設に関するデータ 

⑤ 県内の郵便番号に対応する地理情報 

 

(4) 今後のデータおよび利活用者の検討 

令和 6 年度までに入手した医療・介護レセ

プトデータおよび DPC データは利点も多

いが、以下の点が限界として挙げられた。 

 患者の臨床的な情報が不足している 

 栃木県のみの情報では症例数が少なく

一般化可能性に限界がある 

そこで今後利活用を進めるデータとして下

記を設定した。 

 検査値等の臨床情報を含むデータ 

 栃木県以外の自治体のデータ 

また、今後想定される利活用者として、大

学の研究者に限らず一般病院の臨床医や、

県職員のみならず、各市町や保健所等の職

員など、様々な自治体職員が挙げられた。 
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（倫理面への配慮） 

倫理的な問題はない。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、医療ビッグデータを利活用で

きる人材の裾野を広げるにあたり、研究者

や大学院生に加えて自治体職員（県職員）

を対象として教育を行うとともに、各種デ

ータの整備を進め、更なる利活用のための

検討を行った。 

当センターで行う研究の計画立案に際して

は、分担者が個別に各研究者に対して直接

指導を行っている。加えて、令和 5 年度ま

でにこれらの指導内容を体系化した教育プ

ログラムを開発し、提供してきた。これら

の教育プログラムとレセプトデータを用い

た研究の実践を通して、臨床領域では多数

の学会発表や論文執筆につながった。この

ことは一連の教育プログラムの有効性を示

していると考えられる。しかし、地域医療

分析や医療政策の立案など、様々な目的で

ビッグデータを利活用することが求められ

ていた。そこで令和 6 年度は、これまでの

臨床疫学研究の実践に加え、県職員に対し

て教育を提供し共同で分析を行うこととし

た。この試みにより医療政策立案のための

医療ビッグデータ利活用が進んだと考えら

れる。一方で、臨床疫学研究者とは異なる

背景と目的を持った対象者に対して教育プ

ログラムを提供し、医療ビッグデータを利

活用できる人材を育成するための課題も明

らかになった。 

また令和 6 年度は、既存のデータの利活用

に加え、様々なデータの取得とデータベー

ス整備も実施した。特に KDB システムか

ら抽出した要介護認定情報などは、これま

での医療・介護レセプトデータに情報を大

きく追加するものと考える。また、病床機

能報告制度などの施設情報や地理情報は、

医療政策立案のためのデータ利活用を進め

ていく上で重要と考えられる。一連の利活

用を進める中で更なるデータや利活用者が

想定された。次年度以降も引き続きデータ

と利活用者の幅を広げる予定であり、これ

らに対応して教育プログラムを改善し続け

ることが重要と考えらえる。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、医療ビッグデータ活用のため

の教育プログラムを継続して実施すること

で、多数のエビデンス創出に貢献した。ま

た、新たな利活用者と目的に教育プログラ

ムを応用するとともに、新規データの取得

と更なる利活用のための基盤強化を実施し

た。本研究により、医療ビッグデータを利

活用できる人材の裾野を広げることに貢献

したと考えられる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 
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